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第  141 号 議  案   

令和 2年11月26日提 出   

浜松市議会の議員に対する議員報酬及び期末手当の支給並びに費用弁償条例

の一部改正について 

浜松市議会の議員に対する議員報酬及び期末手当の支給並びに費用弁償条例の一部を改

正する条例を次のように定める。 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市議会の議員に対する議員報酬及び期末手当の支給並びに費用弁償条例

の一部を改正する条例 

第１条 浜松市議会の議員に対する議員報酬及び期末手当の支給並びに費用弁償条例（昭

和３１年浜松市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在

（任期が満了し、辞職し、失職し、死亡し、

除名され、又は議会の解散により任期が終了

した者にあっては、任期が満了し、辞職し、

失職し、死亡し、除名され、又は議会の解散

により任期が終了した日現在）において受け

るべき議員報酬の月額に１００分の

２３９．２５を乗じて得た額に、基準日以前

６箇月以内の期間におけるその者の在職期

間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める割合を乗じて得た額とする。この場

合において、任期満了の日又は解散による任

期終了の日に在職した議員で当該任期満了

又は解散による選挙により再び議員となっ

たものの受ける当該期末手当に係る在職期

間の計算については、これらの者は引き続き

議員の職にあったものとする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在

（任期が満了し、辞職し、失職し、死亡し、

除名され、又は議会の解散により任期が終了

した者にあっては、任期が満了し、辞職し、

失職し、死亡し、除名され、又は議会の解散

により任期が終了した日現在）において受け

るべき議員報酬の月額に、６月に支給する場

合においては１００分の２３９．２５、１２

月に支給する場合においては１００分の

２２９．２５を乗じて得た額に、基準日以前

６箇月以内の期間におけるその者の在職期

間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める割合を乗じて得た額とする。この場

合において、任期満了の日又は解散による任

期終了の日に在職した議員で当該任期満了

又は解散による選挙により再び議員となっ

たものの受ける当該期末手当に係る在職期

間の計算については、これらの者は引き続き

議員の職にあったものとする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第２条 浜松市議会の議員に対する議員報酬及び期末手当の支給並びに費用弁償条例の一

部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（期末手当） （期末手当） 
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第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在

（任期が満了し、辞職し、失職し、死亡し、

除名され、又は議会の解散により任期が終了

した者にあっては、任期が満了し、辞職し、

失職し、死亡し、除名され、又は議会の解散

により任期が終了した日現在）において受け

るべき議員報酬の月額に、６月に支給する場

合においては１００分の２３９．２５、１２

月に支給する場合においては１００分の

２２９．２５を乗じて得た額に、基準日以前

６箇月以内の期間におけるその者の在職期

間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める割合を乗じて得た額とする。この場

合において、任期満了の日又は解散による任

期終了の日に在職した議員で当該任期満了

又は解散による選挙により再び議員となっ

たものの受ける当該期末手当に係る在職期

間の計算については、これらの者は引き続き

議員の職にあったものとする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在

（任期が満了し、辞職し、失職し、死亡し、

除名され、又は議会の解散により任期が終了

した者にあっては、任期が満了し、辞職し、

失職し、死亡し、除名され、又は議会の解散

により任期が終了した日現在）において受け

るべき議員報酬の月額に１００分の

２３４．２５を乗じて得た額に、基準日以前

６箇月以内の期間におけるその者の在職期

間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める割合を乗じて得た額とする。この場

合において、任期満了の日又は解散による任

期終了の日に在職した議員で当該任期満了

又は解散による選挙により再び議員となっ

たものの受ける当該期末手当に係る在職期

間の計算については、これらの者は引き続き

議員の職にあったものとする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和２年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年４

月１日から施行する。 
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第  142 号 議  案   

令和 2年11月26日提 出   

浜松市特別職の給与に関する条例の一部改正について 

浜松市特別職の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市特別職の給与に関する条例の一部を改正する条例 

第１条 浜松市特別職の給与に関する条例（昭和３１年浜松市条例第３７号）の一部を次

のように改正する。 

改正前 改正後 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在

(任期が満了し、退職し、解職し、失職し、

又は死亡した職員にあっては、任期が満了

し、退職し、解職し、失職し、又は死亡した

日現在)において受けるべき給料月額に

１００分の２３９．２５を乗じて得た額に、

基準日以前６箇月以内の期間におけるその

者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額と

する。この場合において、任期満了の日に在

職した職員で当該任期満了による選挙又は

選任により再び職員となったものの受ける

当該期末手当に係る在職期間の計算につい

ては、これらの者は引き続きその職にあった

ものとする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在

（任期が満了し、退職し、解職し、失職し、

又は死亡した職員にあっては、任期が満了

し、退職し、解職し、失職し、又は死亡した

日現在）において受けるべき給料月額に、６

月に支給する場合においては１００分の

２３９．２５、１２月に支給する場合におい

ては１００分の２２９．２５を乗じて得た

額に、基準日以前６箇月以内の期間における

その者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。この場合において、任期満了の日

に在職した職員で当該任期満了による選挙

又は選任により再び職員となったものの受

ける当該期末手当に係る在職期間の計算に

ついては、これらの者は引き続きその職にあ

ったものとする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第２条 浜松市特別職の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在

（任期が満了し、退職し、解職し、失職し、

又は死亡した職員にあっては、任期が満了

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在

（任期が満了し、退職し、解職し、失職し、

又は死亡した職員にあっては、任期が満了
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し、退職し、解職し、失職し、又は死亡した

日現在）において受けるべき給料月額に、６

月に支給する場合においては１００分の

２３９．２５、１２月に支給する場合におい

ては１００分の２２９．２５を乗じて得た

額に、基準日以前６箇月以内の期間における

その者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。この場合において、任期満了の日

に在職した職員で当該任期満了による選挙

又は選任により再び職員となったものの受

ける当該期末手当に係る在職期間の計算に

ついては、これらの者は引き続きその職にあ

ったものとする。 

し、退職し、解職し、失職し、又は死亡した

日現在）において受けるべき給料月額に

１００分の２３４．２５を乗じて得た額に、

基準日以前６箇月以内の期間におけるその

者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額と

する。この場合において、任期満了の日に在

職した職員で当該任期満了による選挙又は

選任により再び職員となったものの受ける

当該期末手当に係る在職期間の計算につい

ては、これらの者は引き続きその職にあった

ものとする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

この条例は、令和２年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年４

月１日から施行する。 
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第  143 号 議  案   

令和 2年11月26日提 出   

浜松市職員の給与に関する条例の一部改正について 

浜松市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

第１条 浜松市職員の給与に関する条例（昭和３１年浜松市条例第３８号）の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

（期末手当） （期末手当） 

第２０条 （略） 第２０条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００

分の１３０を乗じて得た額に、基準日以前６

箇月以内の期間におけるその者の在職期間

の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月

に支給する場合には１００分の１３０、１２

月に支給する場合には１００分の１２０を

乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期

間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「１００分の１３０」とあ

るのは、「１００分の７２．５」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「１００分の１３０」とあ

るのは「１００分の７２．５」と、「１００

分の１２０」とあるのは「１００分の

６７．５」とする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第２条 浜松市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（期末手当） （期末手当） 

第２０条 （略） 第２０条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月

に支給する場合には１００分の１３０、１２

月に支給する場合には１００分の１２０を

乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期

間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００

分の１２５を乗じて得た額に、基準日以前６

箇月以内の期間におけるその者の在職期間

の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。 
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乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「１００分の１３０」とあ

るのは「１００分の７２．５」と、「１００

分の１２０」とあるのは「１００分の

６７．５」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「１００分の１２５」とあ

るのは、「１００分の７０」とする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

附 則 

 この条例は、令和２年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年４

月１日から施行する。 
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第  144 号 議  案   

令和 2年11月26日提 出   

浜松市教育職員の給与に関する条例の一部改正について 

浜松市教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  鈴  木  康  友  

-13-



浜松市教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

第１条 浜松市教育職員の給与に関する条例（平成２９年浜松市条例第３４号）の一部を

次のように改正する。

改正前 改正後 

（期末手当） （期末手当） 

第３３条 （略） 第３３条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００

分の１３０を乗じて得た額に、基準日以前６

箇月以内の期間におけるその者の在職期間

の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月

に支給する場合には１００分の１３０、１２

月に支給する場合には１００分の１２０を

乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期

間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「１００分の１３０」とあ

るのは、「１００分の７２．５」とする。

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「１００分の１３０」とあ

るのは「１００分の７２．５」と、「１００

分の１２０」とあるのは「１００分の

６７．５」とする。

４～６ （略） ４～６ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

第２条 浜松市教育職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（期末手当） （期末手当） 

第３３条 （略） 第３３条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月

に支給する場合には１００分の１３０、１２

月に支給する場合には１００分の１２０を

乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期

間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００

分の１２５を乗じて得た額に、基準日以前６

箇月以内の期間におけるその者の在職期間

の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。
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乗じて得た額とする。

(1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「１００分の１３０」とあ

るのは「１００分の７２．５」と、「１００

分の１２０」とあるのは「１００分の

６７．５」とする。

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「１００分の１２５」とあ

るのは、「１００分の７０」とする。

４～６ （略） ４～６ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

   附 則

この条例は、令和２年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年４

月１日から施行する。
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追加議案の参考資料 

第  141 号議案 浜松市議会の議員に対する議員報酬及び期末手当の支給並びに費用弁償

条例の一部改正について 

この条例は、特別職報酬等審議会の答申を踏まえ、市議会議員に支給

する期末手当を改定するものであります。 

第  142 号議案 浜松市特別職の給与に関する条例の一部改正について 

この条例は、特別職報酬等審議会の答申を踏まえ、特別職に支給する

期末手当を改定するものであります。 

第  143 号議案 浜松市職員の給与に関する条例の一部改正について 

この条例は、人事委員会による職員の給与等に関する報告及び勧告を

踏まえ、公民給与の較差の解消を図るため、職員に支給する期末手当を

改定するものであります。 

第  144 号議案 浜松市教育職員の給与に関する条例の一部改正について 

この条例は、人事委員会による職員の給与等に関する報告及び勧告を

踏まえ、公民給与の較差の解消を図るため、教育職員に支給する期末手

当を改定するものであります。 
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（第 141 号議案の説明資料） 

人事課  

浜松市議会の議員に対する議員報酬及び期末手当の支給並びに費用弁償条例 

の一部改正について 

（提案理由） 

  浜松市特別職報酬等審議会（令和２年１１月１０日）の答申を踏まえ、議員に支給す

る期末手当の額について改定を行うため、条例の一部を改正するものです。 

（改正内容） 

議員の期末手当について、一般職の職員に準じ、次のとおり改定を行うものです。 

１ 令和２年度の期末手当の支給割合 

6 月 12 月 合計 

現行 改正案 現行 改正案 現行 改正案 

2.3925 - 2.3925 2.2925 4.785 4.685 

２ 令和３年度以降の期末手当の支給割合 

6 月 12 月 合計 

現行 改正案 現行 改正案 現行 改正案 

2.3925 2.3425 2.3925 2.3425 4.785 4.685 

（施行期日）

この条例は、令和２年１２月１日から施行するものです。ただし、令和３年度以降の

期末手当の改定は、令和３年４月１日から施行するものです。
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（第 142 号議案の説明資料） 

人事課  

浜松市特別職の給与に関する条例の一部改正について 

（提案理由） 

  浜松市特別職報酬等審議会（令和２年１１月１０日）の答申を踏まえ、市長、副市長

その他の特別職に支給する期末手当の額について改定を行うため、条例の一部を改正す

るものです。 

（改正内容） 

市長、副市長その他の特別職の期末手当について、一般職の職員に準じ、次のとおり

改定を行うものです。 

１ 令和２年度の期末手当の支給割合 

6 月 12 月 合計 

現行 改正案 現行 改正案 現行 改正案 

2.3925 - 2.3925 2.2925 4.785 4.685 

２ 令和３年度以降の期末手当の支給割合 

6 月 12 月 合計 

現行 改正案 現行 改正案 現行 改正案 

2.3925 2.3425 2.3925 2.3425 4.785 4.685 

（施行期日）

この条例は、令和２年１２月１日から施行するものです。ただし、令和３年度以降の

期末手当の改定は、令和３年４月１日から施行するものです。 
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（第 143 号議案の説明資料） 

人事課 

浜松市職員の給与に関する条例の一部改正について 

（提案理由） 

人事委員会による職員の給与等に関する報告及び勧告（令和２年１１月４日）を踏ま

え、公民給与の較差の解消を図るため、一般職の職員に支給する期末手当の改定を行う

ことから、条例の一部を改正するものです。 

（改正内容） 

１ 職員 

（１）令和２年１２月に支給する期末手当の支給割合を０．１月分引き下げ、１．２月

分とするものです。 

（２）令和３年度以降の６月及び１２月に支給する期末手当の支給割合をそれぞれ  

０．０５月分引き下げ、１．２５月分とするものです。 

２ 再任用職員 

（１）令和２年１２月に支給する期末手当の支給割合を０．０５月分引き下げ、    

０．６７５月分とするものです。 

（２）令和３年度以降の６月及び１２月に支給する期末手当の支給割合をそれぞれ  

０．０２５月分引き下げ、０．７月分とするものです。 

（職員の期末手当の支給割合） 

年度 手当 
6 月 12 月 合計 

現行 改正案 現行 改正案 現行 改正案 

２年度 

期末 1.3 - 1.3 1.2 2.6 2.5 

勤勉 0.95 - 0.95 - 1.9 - 

合計 2.25 - 2.25 2.15 4.5 4.4 

３年度 

以降 

期末 1.3 1.25 1.3 1.25 2.6 2.5 

勤勉 0.95 - 0.95 - 1.9 - 

合計 2.25 2.2 2.25 2.2 4.5 4.4 
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（再任用職員の期末手当の支給割合） 

年度 手当 
6 月 12 月 合計 

現行 改正案 現行 改正案 現行 改正案 

２年度 

期末 0.725 - 0.725 0.675 1.45 1.4 

勤勉 0.45 - 0.45 - 0.9 - 

合計 1.175 - 1.175 1.125 2.35 2.3 

３年度 

以降 

期末 0.725 0.7 0.725 0.7 1.45 1.4 

勤勉 0.45 - 0.45 - 0.9 - 

合計 1.175 1.15 1.175 1.15 2.35 2.3 

（施行期日） 

この条例は、令和２年１２月１日から施行するものです。ただし、令和３年度以降の

期末手当の改定は、令和３年４月１日から施行するものです。 
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（第 144 号議案の説明資料） 

教職員課 

浜松市教育職員の給与に関する条例の一部改正について 

（提案理由） 

人事委員会による職員の給与等に関する報告及び勧告（令和２年１１月４日）を踏ま

え、公民給与の較差の解消を図るため、一般職の教育職員（以下「職員」という。）に支

給する期末手当の改定を行うことから、条例の一部を改正するものです。 

（改正内容） 

１ 職員 

（１）令和２年１２月に支給する期末手当の支給割合を０．１月分引き下げ、１．２月

分とするものです。 

（２）令和３年度以降の６月及び１２月に支給する期末手当の支給割合をそれぞれ  

０．０５月分引き下げ、１．２５月分とするものです。 

２ 再任用職員 

（１）令和２年１２月に支給する期末手当の支給割合を０．０５月分引き下げ、    

０．６７５月分とするものです。 

（２）令和３年度以降の６月及び１２月に支給する期末手当の支給割合をそれぞれ  

０．０２５月分引き下げ、０．７月分とするものです。 

（職員の期末手当の支給割合） 

年度 手当 
6 月 12 月 合計 

現行 改正案 現行 改正案 現行 改正案 

２年度 

期末 1.3 - 1.3 1.2 2.6 2.5 

勤勉 0.95 - 0.95 - 1.9 - 

合計 2.25 - 2.25 2.15 4.5 4.4 

３年度 

以降 

期末 1.3 1.25 1.3 1.25 2.6 2.5 

勤勉 0.95 - 0.95 - 1.9 - 

合計 2.25 2.2 2.25 2.2 4.5 4.4 

-22-



（再任用職員の期末手当の支給割合） 

年度 手当 
6 月 12 月 合計 

現行 改正案 現行 改正案 現行 改正案 

２年度 

期末 0.725 - 0.725 0.675 1.45 1.4 

勤勉 0.45 - 0.45 - 0.9 - 

合計 1.175 - 1.175 1.125 2.35 2.3 

３年度 

以降 

期末 0.725 0.7 0.725 0.7 1.45 1.4 

勤勉 0.45 - 0.45 - 0.9 - 

合計 1.175 1.15 1.175 1.15 2.35 2.3 

（施行期日） 

この条例は、令和２年１２月１日から施行するものです。ただし、令和３年度以降の

期末手当の改定は、令和３年４月１日から施行するものです。 
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